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平成27年9月関東・東北豪雨で鬼怒川の堤防が決壊し、氾濫流による家屋の倒壊・流失
や広範囲かつ長期間の浸水被害、住民の避難の遅れによる多数の孤立者が発生

社会資本審議会（答申） 平成２７年１２月

｢大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識の変革による
｢水防災意識社会｣の再構築に向けて～｣ （答申）

家屋の倒壊・流失 広範囲かつ長期間の浸水被害 住民の避難の遅れ

大規模氾濫に対する減災のための治水対策検討小委員会 http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/shouiinkai/daikibohanran/index.html
1



水防災意識社会再構築ビジョン http://www.mlit.go.jp/river/mizubousaivision/pdf/saikouchiku_v.pdf

水防災意識社会再構築ビジョン 平成２７年１２月
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平成28年8月、北海道、
東北地方を襲った一連
の台風により中小河川
で氾濫被害が発生

要配慮者利用施設にお
いて入所者が逃げ遅れ
て犠牲になるなど、痛ま
しい被害が発生

｢中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について｣ （答申）

社会資本審議会（答申） 平成２９年１月

大規模氾濫に対する減災のための治水対策検討小委員会 http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/shaseishin/kasenbunkakai/shouiinkai/daikibohanran/index.html
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「逃げ遅れゼロ」、「社会経済被害の最小化」を実現し、
同様の被害を二度と繰り返さない抜本的な対策が急務

① 逃げ遅れゼロの実現のための多様な関係者の連携体制の構築

② 社会経済被害の最小化実現のための既存資源の最大活用

水防法の改正 平成２９年６月

水防法における大規模氾濫減災対策協議会

国管理河川：組織を義務づけ （第15条の９第１項）

都道府県大規模氾濫減災協議会の設置が可能
（第15条の10第１項）

大規模氾濫減災協議会制度の創設 市町村長による水害リスク情報の
周知制度の創設

災害弱者の避難について
地域全体での支援

「水防法等の一部を改正する法律」が施行 http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/mizukokudo02_tk_000001.html

5 4

「施設整備により洪水の発生を防止するもの」

「施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと
意識を根本的に転換

ハード・ソフト対策を一体として、社会全体でこれに備える水防災意識社会の再構築



両答申において実施すべき対策とされた事項のうち、緊急的に実施すべき事項を実
効性をもって着実に推進するため、33項目の緊急行動計画をとりまとめたもの

概ね5年（平成33年度）まで取り組むべき・・・

具体的な進め方

主な取組

平成29年度～平成33年度までの工程
国管理河川、都道府県管理河川の進め方
取り組み内容に対する数値目標

水防法に基づく協議会の設置
→ 国・都道府県管理河川の全ての対象河川を対象に地域の取組方針をとりまとめる。
水害対応タイムラインの作成促進
水害危険性の周知促進
要配慮者利用施設における避難体制構築への支援
防災教育の促進
など 33項目
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｢水防災意識社会｣の再構築に向けた緊急行動計画 平成２９年６月

このうち１２項目はこれまでの取組方針に記載されており、１１項目を追加して、野洲川
地域安全懇談会として今後取り組んでいく予定


